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日本企業の研究開発の動向:	 8 年間の時系列調査の結果より	 
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1.はじめに	 

	 日本企業の製品開発については,自動車業界を対

象とした	 Clark	 &	 Fujimoto(1991),事例調査および

アンケートによって業種間での比較を行った藤本	 &	 

安本(2000),さらに顧客志向に注目した川上(2005)

などがある｡これらは主に開発プロセスに注目した

ものである｡一方で,開発された製品の日本市場にお

け る 成 功 に つ い て は ,	 Edgett,	 Shipley,	 &	 

Forbes(1992) の 日 英 で の 国 際 比 較 ,	 Song	 &	 

Parry(1992,1997)の調査などがある｡	 

	 これらの研究は,それぞれ開発プロセスおよび,導

入後のマーケティングについて注目しており,二つ

の局面を統合した研究は筆者の知る限り存在しない｡

また,これらの研究における定量的な調査は,単発で

終わっており,時系列での比較ができない状況であ

る｡このため,日本では｢新製品の成功率が低い｣｢近

年,顧客が見えなくなった｣という言葉は聞くものの,

それを裏付ける客観的なデータがない状況にある｡

このような背景のもと,本研究は,日本企業の研究開

発,製品開発から市場における製品のパフォーマン

スに至る総合的なデータを長期的に蓄積し,その変

化の動向を把握することを目的とする｡	 

	 このため筆者等は 2007 年から日本企業を対象と

して,研究開発についての調査を行ってきた｡本稿で

は,8 年間の変化,変化しなかった項目について概説

する｡	 

	 

2.調査の概要	 

1)調査方法	 

	 2006年のパイロット調査を経て,2007年から「研究

開発についての調査」を行っている1｡調査方法は郵

送法であり,上場製造業について,ダイヤモンド社会

社職員録より,研究開発担当部署(研究所などを含む

)がある企業を抽出し,その部署の部長以上の役職者

を抽出している｡なお,一つの企業に複数の研究関連

部署がある場合には,それらの中から1名をランダム

に選んだ｡	 

	 送付数および回答数を表1に示す｡研究開発につい

ては450-500社程度に調査票を送付している｡回収率

は23-30%であるが,いずれについても,売上規模,従

業員規模について回答企業と非回答企業の比較を行

い,有意差がないことを確認した｡	 

                                                   
12006 年のパイロット調査の回答率は 3%と低かった｡これ

を踏まえてサンプリング方法および調査票の構成も大幅

に変更した｡これについては,馬,	 紀,濱岡(2008)を参照｡	 

	 

2)分析の方法	 

	 回答率が異なることからもわかるように,年によ

って回答企業が異なる｡これら業種の分布の影響を

除去するために,業種ダミーおよび回答年度を説明

変数として以下の分析を行った｡つまり，業種ダミー，

回答年度,回答者の所属部署，社内での役職も追加し

た2｡5 段階尺度などメトリックな質問項目について

は回帰分析，選択式（0/1）の設問については二項ロ

ジット分析を行った(線形トレンドモデル)。ただし，

調査の継続にともなってサンプル数が増加し，トレ

ンドが検出される傾向が強くなってきた｡このため，

2012 年度からは，調査年の代わりに 2007 年を基準

とした調査年ダミーを用いて同様の推定を行った

(ダミー変数モデル)｡AIC によって二つのモデルの

適合度を比較し，線形トレンドモデルの方が適合度

が高く，回答年度の係数が 0 という仮説が少なくと

も 10%水準で棄却された場合に，	 8 年間で増加もし

くは減少のトレンドがあると判定する3。	 

	 

3.研究開発の動向	 

	 本調査で時系列で比較可能なのは 247 項目だが，

このようにして検定した結果，少なくとも 10％水準

で有意となったのは表 2の 50 項目である。8 年間と

も回答していただいた企業は 2 社のみであり回答企

業は毎年入れ替わっているが，このように安定した

結果が得られたことは，単純集計に示すような傾向

が日本企業に共通する傾向であることを示唆してい

る4。	 

	 

	 表 2 の有意水準については,係数の符号と併せて

示した｡つまり,+++とある項目は係数が正で 1%水準

で有意であったことを示す｡有意に変化した項目か

                                                   
2	 所属部署,役職については2013年から説明変数に導入し

た｡	 

･所属部署,役職	 

	 ｢研究開発関連	 (832 名)｣｢その他(54 名)｣	 

･社内での役職	 

	 ｢役職無し(120人)｣｢係課長級(117人)｣｢部長級(312人)｣

｢所長･取締役級(337 人)｣	 
3	 線形ではなく曲線を仮定することも可能だが，細かい変

化を示唆する理論もないため，年度とともに減少もしくは

増加するという線形トレンドモデルおよび，関数形を規定

しないダミー変数モデルを想定した。	 
4	 いずれかの1年のみ回答頂いたのは185社のみで，複数

回回答いただいた企業が増えてきた｡今後，不完全パネル

分析を行うことも可能である(2 回 113 社，3 回 72 社，4

回 38 社，5 回 21 社，6 回 8 社，7 回 8 社)｡	 



ら,以下の点を指摘できる｡	 

	 

･ユーザーへの評価，対応の低下	 

	 ｢様々なニーズをもった消費者，ユーザーがいる｡｣

｢消費者の好みの変化が激しい。｣｢インターネット上

でのユーザー間の交流が活発である。｣などユーザー

の評価や，｢ユーザーがカスタマイズすることが容易

な製品である｡｣｢ユーザーが開発したり，カスタマイ

ズするための情報やツールは簡単に入手できる｡｣な

どユーザーへの対応が低下している｡	 

	 

・製品化に向けた研究開発が進む一方での自主テー

マの低下	 

	 研究開発の成果として「製品化に結びついたもの」

の割合が上昇傾向にあり，製品化のための研究開発

が進行している。さらに，「技術の見極め，目利きは

特定の個人に依存している」が低下傾向にあり技術

戦略の組織化がなされてきている。一方で，「2.研究

開発，技術戦略の策定」「6.自主的なテーマの設定」

が低下傾向にあり，全く新しい技術や製品につなが

りうる自主テーマへの研究投資が減少している。	 

	 

・金銭から地位への研究開発のインセンティブの変

化	 

	 「10.学会発表など学術的見地からの成果評価」「13.

出願特許数などの目標設定」｢14.売上などに連動し

た職務発明への報酬制度｣が低下する一方，｢12.	 リ

サーチフェローなど研究者の地位優遇制度｣｢成功し

たプロジェクトメンバーはさらに重要なプロジェク

トに配属される｣が上昇傾向にある｡金銭よりも地位

や仕事で報いるという日本型の報酬システム(高橋，

1997)のよさが見直されているのかもしれない｡	 

	 

・海外での R&D の自律化と成果向上	 

	 海外で R&D を行っている企業は全体の 3 割程度で

あるが，｢8.ブラジル｣｢12.台湾｣での R&D 実施割合が

増加している｡R&D の目的としては，「現地での新製

品開発」「研究開発」が増加傾向にある。また，「拠

点間で研究分野の分担，棲み分けが行われている。」

「各拠点の研究員のほとんどは現地で採用してい

る｡」が増加傾向，｢研究者や技術者の行動は各拠点

によって全く異なっている｡｣が低下傾向にあること

から，現地化の進展や，拠点間での分担と連携も進

んでいることがわかる｡これを反映して，「各拠点は，

その国でトップクラスの研究機関と交流している。」

｢各拠点では特許が多く申請されている｡｣「各拠点で

は革新的な技術が開発されている。」｢各拠点と日本

でのシナジーによって革新的な製品が開発されるよ

うになった｡｣｢各拠点と日本でのシナジーによって

効率的に研究開発が行われるようになった｡｣など成

果も高くなっている｡	 

	 

・技術や品質の強化の一方での開発スピードの低下	 

	 ｢他社と比べてシェアは高い。｣｢他社と比べて利益

率は高い。｣｢他社と比べて製品の品質，機能は高い｡｣

｢他社と比べると顧客満足度は高い。｣など，技術や

製品への自己評価は上昇している｡一方で，｢技術環

境が変化したとき，柔軟に適応できる。｣｢他社と比

べて新製品の開発スピードは速い｡	 ｣という，技術変

化や製品の投入スピードへの評価が低下傾向にあ

る｡	 

	 

・組織文化の強化	 

	 ｢経営の方向性をトップが明確に示している｡｣は

上昇傾向にある｡不確実性が高くなっている環境下

で，方向性を明示していることが読み取れる｡また，

｢貴社は顧客や取引先からも公正な企業だと評価さ

れている｡｣｢社員は貴社の社員であることに誇りを

持っている｡｣｢貴社は社会からも尊敬されている｡｣

のような心理的，社会的な側面についての評価も高

まっている｡	 

	 

・研究開発のオープン化の進展と限界	 

	 近年は，企業内での製品開発だけではなく，ユー

ザーからのイノベーション(von	 Hippel	 1988，2005)，

企業外部のサプライヤー，取引先，大学などからの

知識を利用したオープン ･ イノベーション

(Chesbrough	 2003)，さらには消費者を巻き込んだ

「共進化マーケティング」(濱岡	 2004)など，企業の

外部からの知識の導入が重視されている。	 

	 これまで多く行われてきた「4.大学や研究機関へ

の研究員の派遣」「5.	 同業種の交流会への出席」「6.

異業種の交流会への出席」｢研究者,技術者が営業担

当者や顧客と会うことがある｡｣が低下傾向にある｡

一方で，外部連携の相手として｢2.海外の大学｣，｢10.

技術を持った企業を M&A する｣が増加傾向にある｡ま

た,「外部技術の導入による自社の強みの喪失を危惧

している」という外部技術への抵抗も低下傾向にあ

る。ただし,｢外部技術の導入によって,研究開発のス

ピードが向上した｡｣｢研究開発が製品化へと結びつ

いている｡｣という｢外部連携への評価｣は低下してい

る｡社員の派遣など長期的な関係に基づく外部との

連携から市場ベースでの知識･技術調達への移行に

ともなって,外部連携の成果が低下している可能性

がある｡	 

	 

	 

5.おわりに	 

	 筆者は 2007 年度より日本企業を対象として,研究

開発,製品開発に注目した 2 つの調査を行っている｡

本報告では,それぞれについて,この 8 年間で変化し

た項目を中心に報告した｡2015 年度からも科研費を

受けることになったので,今後も継続して調査を行

いたい｡	 

	 

	 なお,紙幅の都合から単純集計の結果については



省略した｡詳しくは郷､濱岡(2015)および､濱岡のホ

ー ム ペ ー ジ を 参 照 さ れ た い

(http://news.fbc.keio.ac.jp/~hamaoka/)｡	 
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表1	 各調査の調査方法(郵送法)	 

	 2007 年	 2008 年	 2009 年	 2010 年	 2011 年	 2012 年	 2013 年	 2014 年	 

調 査 時

期	 

11 月 20 日

-12 月 20 日	 

11 月 20 日

-12 月 20 日	 

11 月 20 日

-12 月 23 日	 

11 月 10 日

-12 月 10 日	 

11 月 10 日

-12 月 10 日	 

11 月 10 日

-2013 年 1

月 9 日	 

11 月 10 日	 

-	 12 月 20

日	 

11 月 20 日-	 

12 月 26 日	 

発送数	 450 社	 419 社	 485 社	 434 社	 451 社	 448 社	 488 社	 524 社	 

不 到 達

数	 
--	 --	 7 社	 7 社	 --	 6 社	 5 社	 12 社	 

回 答 者

数	 
122 社	 132 社	 127 社	 134 社	 136 社	 109 社	 125 社	 118 社	 

回答率	 27.1%	 31.5％	 26.5％	 31.4％	 30.2％	 24.7％	 25.9％	 23.0％	 
	 

	 



	 

表 2	 8 年間のトレンドが有意となった項目	 

	 
注)数値は平均値(5 段階尺度)もしくは回答率(○をつけた企業の割合)｡	 

	 有意水準については，2007-2014 年の 8 年間のデータを用いて推定したトレンド係数の検定結果｡	 

	 +++(---):係数は正(負)で 1%水準で有意	 	 ++(--):5%水準で正(負)で有意	 	 +(-):10%水準で正(負)で有意	 	 


